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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次
第12期
第３四半期
連結累計期間

第13期
第３四半期
連結累計期間

第12期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

営業収益 (千円) 73,235,792 74,542,836 104,436,772

経常利益 (千円) 5,302,478 5,256,273 6,431,829

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 3,374,042 3,480,878 4,172,688

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 4,281,960 3,646,622 5,228,987

純資産額 (千円) 43,255,821 47,146,302 44,202,324

総資産額 (千円) 164,133,179 165,127,512 155,787,526

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 34.08 35.13 42.15

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 26.2 28.4 28.2
 

 

回次
第12期
第３四半期
連結会計期間

第13期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年10月１日
至 平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 15.32 12.94
 

(注) １． 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

    ２． 営業収益には、消費税等は含まれておりません。

    ３． 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

    ４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指標

等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内

容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前

連結会計年度との比較・分析を行っております。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

（経営成績）

当第３四半期連結累計期間（以下「当第３四半期」という。）におけるわが国経済は、堅調な企業収益や雇用所

得環境の改善により緩やかな回復基調にあるものの、米中貿易摩擦をはじめとする海外経済の不確実性が懸念され

る中、原油価格の上昇や労働力不足、自然災害の影響が企業収益を圧迫するなど、依然として先行き不透明な状況

で推移しました。

このような状況の中、当社グループは、平成28年２月策定の中期経営計画の最終年度である本年度において、計

画達成に向け積極的に事業を推進しました。平成30年７月に大規模リニューアルを実施した「御在所ロープウエ

イ」では、来場者数が大幅に増加するとともに、９月には、生活用品販売事業において、名古屋市内で３店舗目と

なる「東急ハンズ名古屋モゾ ワンダーシティ店」を出店、また、ビジネスホテル事業の「三交イン」では、関西初

進出となる「三交イン大阪淀屋橋」をオープンするなど、収益力の強化・拡大に努めました。

運輸セグメントでは、乗務員不足や台風の影響、原油価格高騰による燃料費の増加等により、減収減益となりま

した。不動産セグメントでは、環境エネルギー事業の収益拡大により、増収増益となりました。流通セグメントで

は、石油製品販売事業における原油価格高騰による販売単価の上昇により増収となりましたが、生活用品販売事業

の新規出店に伴う一時費用の発生により、減益となりました。レジャー・サービスセグメントでは「三交イン」が

好調に推移したことなどにより、増収増益となりました。

この結果、当第３四半期における当社グループの営業収益は、745億42百万円（前年同期比13億７百万円、1.8％

増）となり、営業利益は52億79百万円（同１億68百万円、3.3％増）、経常利益は52億56百万円（同46百万円、

0.9％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は34億80百万円（同１億６百万円、3.2％増）となりました。

 
セグメントの経営成績は、次のとおりであります。
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①運輸セグメント

一般乗合旅客自動車運送事業（乗合バス）では、新規路線の開設や三重県北部における通勤利用の好調などによ

り、営業収益は増加しました。一般貸切旅客自動車運送事業（貸切バス）では、乗務員不足や台風の影響などによ

る稼働台数の減もあり、営業収益は減少しました。一般乗用旅客自動車運送事業（タクシー）では、事業縮小や乗

務員不足に伴う稼働台数の減により、営業収益は減少しました。旅客運送受託事業では、自家用自動車管理収入の

増により、営業収益は増加しました。

この結果、運輸セグメントの営業収益は200億64百万円（前年同期比３億61百万円、1.8％減）となり、人件費や

燃料費の増加もあり、営業利益は15億95百万円（同６億18百万円、27.9％減）となりました。

  

業種別営業成績

区分 営業収益（百万円） 前年同期比（％）

一般乗合旅客自動車運送事業(乗合バス) 8,693 0.3

一般貸切旅客自動車運送事業(貸切バス) 5,941 △3.7

一般乗用旅客自動車運送事業(タクシー) 936 △18.8

貨物自動車運送事業 155 0.3

自動車整備事業 405 4.0

旅客運送受託事業 3,249 1.4

その他 2,150 1.3

小計 21,532 △1.5

内部取引の消去 △1,468 ―

合計 20,064 △1.8
 

（注）一般旅客自動車運送事業における営業成績は下記のとおりであります。

区分 単位
一般乗合
旅客自動車
運送事業

前年同期比
（％）

一般貸切
旅客自動車
運送事業

前年同期比
（％）

一般乗用
旅客自動車
運送事業

前年同期比
（％）

営業日数 日 275 0.0 275 0.0 275 0.0

期末在籍車両数 両 793 △2.1 322 △3.6 203 △15.4

営業キロ km 6,753 0.6 ― ― ― ―

実働走行キロ 千km 25,704 △2.8 13,060 △4.6 2,104 △19.7

旅客人員 千人 31,284 △4.0  1,730  △4.7 659 △20.5

旅客運送収入 百万円 8,492 0.2 5,386 △3.4  935 △18.8

運送雑収 百万円 200 4.6 554 △6.4 0 2.1
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②不動産セグメント

分譲事業では、マンション販売戸数の減により、営業収益は減少しました。賃貸事業では、新規物件の稼働によ

る収入増はあったものの、前年同期に発生したテナントの入替えに伴う一時的な収入の反動により、営業収益は前

年同期並みとなりました。建築事業では、新築工事の引渡し件数の増により、営業収益は増加しました。環境エネ

ルギー事業では、平成29年12月に運転を開始した「志摩市阿児立神メガソーラー発電所」の売電収入が寄与したこ

とにより、営業収益は増加しました。仲介事業では、三重県における取扱件数が伸び、営業収益は増加しました。

この結果、不動産セグメントの営業収益は215億11百万円（前年同期比１億40百万円、0.7％増）となり、営業利

益は30億44百万円（同６億72百万円、28.3％増）となりました。

 
業種別営業成績

区分 営業収益（百万円） 前年同期比（％）

分譲事業 6,756 △12.2

賃貸事業 6,268 0.0

建築事業 3,471 11.4

環境エネルギー事業 2,837 23.9

仲介事業 972 12.4

その他 1,460 2.8

小計 21,766 0.5

内部取引の消去 △254 ―

合計 21,511 0.7
 

(注) １.　分譲事業及び建築事業の営業収益は、その計上時期が第４四半期連結会計期間に偏る傾向があり、第３四

半期連結累計期間の計上額が相対的に少なくなるという季節的変動があります。

２.　分譲事業における営業成績は下記のとおりであります。

区分
土地
(ロット)

前年同期比
（％）

建物
(戸)

前年同期比
（％）

営業収益
(百万円)

前年同期比
（％）

戸建分譲 85 26.9 31 △8.8 1,413 3.3

マンション分譲
― ―

230 15.6
5,296 △13.8

(持分換算後) (163.5) (△11.1)

土地売却他 ― ― ― ― 46 △74.8
 

３.　建築事業における受注状況は下記のとおりであります。

区分
受注高
（百万円）

前年同期比
（％）

受注残高
（百万円）

前年同期比
（％）

建築事業 5,273 15.9 5,592 15.7
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③流通セグメント

石油製品販売事業では、エコカーの普及等により販売数量は減少しましたが、原油価格高騰による販売単価の上

昇により、営業収益は増加しました。生活用品販売事業では、フランチャイズ展開する東急ハンズにおいて、平成

30年９月の「東急ハンズ名古屋モゾ ワンダーシティ店」の出店による収入増はありましたが、既存店では売場面積

の縮小などもあり、営業収益は減少しました。自動車販売事業では、新車販売が好調に推移し、営業収益は増加し

ました。

この結果、流通セグメントの営業収益は276億12百万円（前年同期比10億32百万円、3.9％増）となりましたが、

「東急ハンズ名古屋モゾ ワンダーシティ店」の開業に伴う費用計上により、営業利益は１億６百万円（同99百万

円、48.3％減）となりました。

 

業種別営業成績

区分 営業収益（百万円） 前年同期比（％）

石油製品販売事業 9,542 8.5

生活用品販売事業 8,909 △3.4

自動車販売事業  9,186 6.9

小計 27,638 3.8

内部取引の消去 △25 ―

合計 27,612 3.9
 

 

④レジャー・サービスセグメント

ビジネスホテル事業では、宿泊単価の上昇に加え、平成29年12月にオープンした「三交イン名古屋新幹線口

ANNEX」の収益が寄与したほか、平成30年９月の「三交イン大阪淀屋橋」のオープンにより、営業収益は増加しまし

た。旅館事業、ゴルフ場事業及び旅行事業では、上半期における地震や台風などの自然災害や記録的猛暑による出

控えの影響により、営業収益は減少しました。ドライブイン事業では、堅調なインバウンド需要により、営業収益

は増加しました。索道事業（ロープウエイ）では、平成30年７月に実施したリニューアル効果により、来場者数が

好調に推移し、営業収益は増加しました。

この結果、レジャー・サービスセグメントの営業収益は96億72百万円（前年同期比５億43百万円、5.9％増）とな

り、営業利益は４億40百万円（同１億87百万円、73.9％増）となりました。

 

業種別営業成績

区分 営業収益（百万円） 前年同期比（％）

ビジネスホテル事業 3,344 16.1

旅館事業 2,243 △3.6

ドライブイン事業 1,691 1.1

索道事業(ロープウエイ) 646 37.6

ゴルフ場事業 319 △8.2

旅行事業 609 △4.3

自動車教習所事業 607 2.1

その他 210 4.7

小計 9,673 5.9

内部取引の消去 △1 ―

合計 9,672 5.9
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（財政状態）

当第３四半期連結会計期間末（平成30年12月31日現在）における財政状態は、資産は販売用不動産及び有形固定

資産の増加等により1,651億27百万円（前連結会計年度末比93億39百万円増）となりました。また、負債は短期借入

金の増加等により1,179億81百万円（同63億96百万円増）となりました。純資産は利益剰余金の増加等により471億

46百万円（同29億43百万円増）となりました。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

(3) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成30年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成31年２月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 107,301,583 107,301,583

東京証券取引所
（市場第一部）
名古屋証券取引所
(市場第一部)

単元株式数100株

計 107,301,583 107,301,583 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年10月１日～
平成30年12月31日

― 107,301,583 ― 3,000,000 ― 750,000
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成30年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   平成30年12月31日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 8,148,400

完全議決権株式(その他) 普通株式 99,104,400 991,044 ―

単元未満株式 普通株式 48,783 ― ―

発行済株式総数 107,301,583 ― ―

総株主の議決権 ― 991,044 ―
 

(注) １. 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権10個)含

　　　　まれております。

２.　単元未満株式数には、当社所有の自己株式18株が含まれております。　

 
② 【自己株式等】

  平成30年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)      

三重交通グループホール
ディングス株式会社

三重県津市中央１番１号 8,148,400 ― 8,148,400 7.59

計 ― 8,148,400 ― 8,148,400 7.59
 

 （注）自己株式は、平成30年８月17日に実施した譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分により、156,300株減少

　　 しました。

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、五十鈴監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,709,406 2,945,151

  受取手形及び売掛金 6,742,050 6,692,953

  商品及び製品 2,946,510 3,550,747

  販売用不動産 19,860,306 24,174,385

  仕掛品 243,118 1,040,112

  原材料及び貯蔵品 308,348 298,249

  その他 3,441,312 3,880,658

  貸倒引当金 △55,545 △60,379

  流動資産合計 36,195,507 42,521,878

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 27,581,909 27,032,611

   機械装置及び運搬具（純額） 21,781,710 21,012,207

   土地 48,631,585 50,728,212

   その他（純額） 1,674,732 3,299,249

   有形固定資産合計 99,669,937 102,072,281

  無形固定資産   

   その他 452,554 472,855

   無形固定資産合計 452,554 472,855

  投資その他の資産   

   その他 19,570,336 20,164,956

   貸倒引当金 △100,811 △104,459

   投資その他の資産合計 19,469,525 20,060,496

  固定資産合計 119,592,018 122,605,634

 資産合計 155,787,526 165,127,512

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 4,413,488 4,017,762

  短期借入金 18,442,000 24,742,000

  1年内返済予定の長期借入金 15,117,577 15,926,574

  未払法人税等 883,907 1,102,052

  引当金 1,251,237 595,488

  資産除去債務 10,596 －

  その他 9,889,959 9,784,477

  流動負債合計 50,008,766 56,168,354

 固定負債   

  長期借入金 40,846,960 40,923,416

  引当金 261,453 273,643

  退職給付に係る負債 2,396,549 2,432,370

  資産除去債務 1,213,324 1,222,128

  その他 16,858,147 16,961,296

  固定負債合計 61,576,435 61,812,855

 負債合計 111,585,201 117,981,210
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,000,000 3,000,000

  資本剰余金 10,154,816 10,230,586

  利益剰余金 23,111,907 25,800,809

  自己株式 △757,515 △743,522

  株主資本合計 35,509,209 38,287,873

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 5,022,245 5,178,830

  土地再評価差額金 3,189,453 3,189,453

  退職給付に係る調整累計額 252,439 252,419

  その他の包括利益累計額合計 8,464,138 8,620,703

 非支配株主持分 228,976 237,725

 純資産合計 44,202,324 47,146,302

負債純資産合計 155,787,526 165,127,512
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

営業収益 73,235,792 74,542,836

営業費用   

 運輸業等営業費及び売上原価 53,276,492 54,281,450

 販売費及び一般管理費 14,848,297 14,981,896

 営業費用合計 68,124,789 69,263,347

営業利益 5,111,003 5,279,489

営業外収益   

 受取配当金 186,285 192,004

 その他 373,514 156,119

 営業外収益合計 559,799 348,123

営業外費用   

 支払利息 319,286 305,957

 その他 49,037 65,382

 営業外費用合計 368,323 371,340

経常利益 5,302,478 5,256,273

特別利益   

 補助金収入 7,395 5,330

 固定資産売却益 38,469 9,810

 その他 34,361 1,399

 特別利益合計 80,226 16,540

特別損失   

 固定資産処分損 448,714 46,390

 その他 32,984 11,706

 特別損失合計 481,699 58,096

税金等調整前四半期純利益 4,901,005 5,214,717

法人税等 1,517,980 1,723,114

四半期純利益 3,383,025 3,491,602

非支配株主に帰属する四半期純利益 8,983 10,723

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,374,042 3,480,878
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

四半期純利益 3,383,025 3,491,602

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 888,370 155,040

 退職給付に係る調整額 10,564 △20

 その他の包括利益合計 898,934 155,020

四半期包括利益 4,281,960 3,646,622

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 4,272,224 3,637,443

 非支配株主に係る四半期包括利益 9,735 9,179
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算)

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

(追加情報)

(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の

区分に表示しております。

　

(四半期連結貸借対照表関係)

 １ 偶発債務

連結会社以外の会社等の金融機関等からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

 千円 千円

亀山サンシャインパーク㈱
（借入債務）

5,835 1,816

一般顧客等
（住宅ローン等）

1,389,026 22,048

合計 1,394,861 23,864
 

 

　２ コミットメントライン契約

不慮の支出に備える等の理由から、取引銀行１行とコミットメントライン契約(特定融資枠契約)を締結してお

ります。なお、当該契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

 千円 千円

貸出コミットメントの総額 1,000,000 1,000,000

借入実行残高     ― ― 

差引額 1,000,000 1,000,000
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(四半期連結損益計算書関係)

(売上高の季節的変動）

前第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日）

当社グループの営業収益及び営業費用は、不動産業において、通常の営業の形態として、第４四半期連結会計期

間に販売する割合が大きいため、第３四半期連結累計期間の営業収益及び営業費用は第４四半期に比べて少なくな

るという季節的な変動があります。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。
 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

 千円 千円

減価償却費 4,194,198 4,226,324
 

　

(株主資本等関係)

　前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月23日
定時株主総会

普通株式 692,983 7.00 平成29年３月31日 平成29年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

　当第３四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月21日
定時株主総会

普通株式 791,977 8.00 平成30年３月31日 平成30年６月22日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額

(注)１

四半期連結損益

計算書計上額

(注)２運輸 不動産 流通
レジャー・

サービス
計

営業収益        

外部顧客への営業

収益
19,046,588 20,608,528 24,639,276 8,941,399 73,235,792 － 73,235,792

セグメント間の

内部営業収益又は

振替高

1,379,321 761,772 1,940,968 187,786 4,269,848 △4,269,848 －

計 20,425,909 21,370,300 26,580,245 9,129,186 77,505,641 △4,269,848 73,235,792

セグメント利益 2,213,538 2,372,582 205,234 253,492 5,044,848 66,154 5,111,003
 

(注) １. セグメント利益の調整額66,154千円には、セグメント間取引消去及び棚卸資産の調整額他が含まれておりま

す。

２. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額

(注)１

四半期連結損益

計算書計上額

(注)２運輸 不動産 流通
レジャー・

サービス
計

営業収益        

外部顧客への営業

収益
18,709,065 20,707,760 25,628,195 9,497,814 74,542,836 － 74,542,836

セグメント間の

内部営業収益又は

振替高

1,355,112 803,438 1,984,347 174,506 4,317,404 △4,317,404 －

計 20,064,177 21,511,199 27,612,542 9,672,321 78,860,241 △4,317,404 74,542,836

セグメント利益 1,595,401 3,044,809 106,112 440,854 5,187,177 92,311 5,279,489
 

(注) １. セグメント利益の調整額92,311千円には、セグメント間取引消去及び棚卸資産の調整額他が含まれておりま

す。

２. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

(１株当たり情報)

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

１株当たり四半期純利益 34円08銭 35円13銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 3,374,042 3,480,878

普通株主に帰属しない金額(千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

3,374,042 3,480,878

普通株式の期中平均株式数(千株) 98,997 99,074
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成31年２月８日

三重交通グループホールディングス株式会社

取締役会  御中

 

五 十 鈴 監 査 法 人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山　　中　　利　　之 印

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 安　　井　　広　　伸 印

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 端   地   忠   司 印

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三重交通グルー

プホールディングス株式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成30年10月１日から平成30年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三重交通グループホールディングス株式会社及び連結子会社の平

成30年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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